














Difficulties of Livelihood Support for the elderly without the point of 
view, which has mental disabilityʼs approach: Study on Life History 



















　Various providers are expected to offer livelihood support in the community-based total care system. This study 
aims to re-examine the type of stable community life needed by the elderly with complex life problems and to suggest 
effective forms of livelihood support. This study investigated the life histories of the elderly with mental disabilities 
who live in institution, and then clarified the processes and causes of their subsequent decline into further life 
difficulties.  
　The results of the study revealed the following three points.
　First, a policy providing livelihood support to the elderly tends to focus on personal responsibility, followed by 
co-operation. Public responsibility is the last step considered, and it is found to be in decline.  Therefore, there is a 


























































































　Second, an examination of the life histories of the elderly admitted to relief institutions reveals that the symptoms of 
those with mental disabilities had stabilized and they were offered the necessary livelihood support.
　Third, if concrete livelihood support is to be offered to the elderly with disabilities, the user-centred care approach, 
which was developed in the mental disabilities field, would be an effective choice.
　Further research is required to examine livelihood support systems that offer multi-faceted support to the lives of 
those with complex life problems.
























































































































































































































































































※身体障害者（児）数は平成 23 年（在宅）、平成 21 年（施設）の調査等、
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8　 ADL（Activities of Daily Living）：日常生活動作、食事や排泄、整容、移動、入浴等の基本的な行動）、IADL（Instrumental 
Activity of Daily Living）：手段的日常生活動作、日常生活を送る上で必要な動作のうち、ADLより複雑で高次な動作、買い物や
洗濯、掃除等の家事全般や、金銭管理や服薬管理、外出して乗り物に乗る等。
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可能にもかかわらず、施設入所に至っていた。精神的
な障がいを持つ人々への「生活支援」が退院後にすぐ
に提供され、個別性の高い生活支援の体制が構築され
るべきである。その中核に長年、多様な生活歴をもつ
高齢者を受け入れてきた養護老人ホームを位置づける
ことは有効である。
　第三に高齢で精神的障がいを持つ人々の生活支援を
具体的に提供する場合、精神障がいの実践分野で培わ
れてきた「当事者中心」の支援の方法が有効である。
地域や病院を入退院している高齢で精神障がいを持つ
人々を引き受けるにたる地域包括ケアシステムの体制
を構築する必要がある。
　個性的な症状をもつ精神的な障がいを持つ人々の生
活、複雑な生活問題を抱える人々の生活を多面的に支
える「生活支援」の在り方について、強力な社会資源
として養護老人ホームの在り方を再検討すべきであ
る。
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として対等な関係にもとづいて生活支援を考える人で
ある。生活のしづらさを持つ人のその人らしい「ごく
当たり前」の生活の実現をその人とともに考える。だ
れが生活支援の内容を決めるのかといえば、当事者こ
そが決定するのであり、当事者こそが専門家であると
いう立ち位置である。
　また、この分野で注目されているが「当事者研究」
という取り組みがある。これも生活支援を考える時参
考になる。精神的障がいのある人々はこれまでは、
「健常者」を目標にして、あるいは、医者がどうみて
いるかとか、病気以外の人たちを基準にしてものを見
て判断してきた。それに応じて医者も病気の症状があ
るとそれを少しでも減らさなければと努力してきた。
しかし、「当事者研究」は病気を抱える本人が当事者
目線で、自らの症状を「語る試み」である。見かけの
症状を語る言葉だけではなく、言葉の背景や悩みや苦
労のきめ細やかな表現が次第に医療関係者にもわかる
ようになる。ともに治療の在り方や日々の生活の在り
方を考えていく 。「語り」を通して、生活支援の糸口
を当事者と支援者の共同作業のなかで探り、その相互
関係のなかから豊かな関係性を築く中で生活支援を展
開していくという試みである。
　複雑な生活問題を抱える精神的な障がい等で社会と
の関係が途絶している人々、それらの人々の地域生活
を受け止めるためには、やるべきことが山積してい
る。複雑な生活問題解決型の個性ある地域包括「生活
支援」システム、それぞれの地域で個性あるシステム
をつくりだす必要がある。養護老人ホームや関連施設
などを生活支援の拠点として地域におき、当事者を中
心にした生活支援を具体的に展開する体制について、
さらに探求する必要がある。
６．まとめ
　まとめとして次の３点をあげておきたい。
　第一に高齢者の生活支援をめぐる政策的動向は、自
己責任を中心におき、さらに共助でフォローするとい
うもので、公的責任は最後の段階であり、基本的に後
退していること。このような政策的方向により、自力
で生活を再建できない人々は地域社会のなかで取り残
される危険性がある。
　第二に養護老人ホーム入居者の生活歴調査の結果、
精神的障がいを持つ人々は、症状が安定し地域生活が
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